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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第76期
第３四半期
累計期間

第77期
第３四半期
累計期間

第76期
第３四半期
会計期間

第77期
第３四半期
会計期間

第76期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 3,098,8012,966,374984,6331,009,7464,300,448

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 27,510 109,145△22,187 44,872 61,673

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) 27,888 211,233△26,483 △9,291 21,655

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,000,0001,000,0001,000,000

発行済株式総数 (株) ― ― 19,167,71519,167,71519,167,715

純資産額 (千円) ― ― 1,924,0482,124,5971,922,680

総資産額 (千円) ― ― 5,262,6285,252,2535,174,974

１株当たり純資産額 (円) ― ― 102.96 114.12 102.89

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) 1.49 11.31 △1.42 △0.50 1.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 36.6 40.5 37.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 296,169 331,237 ― ― 379,618

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,738 △14,100 ― ― △120,610

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △123,408△202,167 ― ― △193,406

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 430,640 524,188 409,219

従業員数 (名) ― ― 154 159 155

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また第76期第３

四半期会計期間及び第77期第３四半期会計期間は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
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５　第76期は、減損損失を53,900千円計上しております。

６　第77期第３四半期累計期間は、減損損失を85,221千円、第77期第３四半期会計期間は、減損損失を49,060千円計

上しております。

７　第77期第３四半期累計期間の四半期純利益の増加は、繰延税金資産を計上したことに伴う法人税等調整額

195,660千円の計上等によるものであります。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

関係会社はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 159　　(42)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

衛生機器事業 553,056 ―

合計 553,056 ―

(注) １　金額は、製造原価によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 商品仕入実績

当第３四半期会計期間における商品仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

衛生機器事業 210,131 ―

合計 210,131 ―

(注) １　金額は、仕入原価によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 受注状況

当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　
(4) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

衛生機器事業 1,009,746 ―

合計 1,009,746 ―

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

タカラスタンダード㈱ 156,886 15.9 149,536 14.8

ナスラック㈱ 114,674 11.7 ― ―

㈱ハウステック 102,799 10.4 112,967 11.2

(注)　ナスラック㈱の当第３四半期会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略してお
ります。

　
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、各種政策の効果や外需主導で景気は緩やかな回復基調

となりました。しかしながら、長期化する円高、慢性的なデフレや厳しい雇用環境など、先行き不透明感を

払拭できない状況が続くものと思われます。

当社関連業界におきましては、住宅ローン減税や住宅エコポイントの景気対策もあり、新設住宅着工戸

数が前年比プラスに転じましたが、依然として低水準で推移しております。今後は、断熱改修と一体的に

行う節水型トイレの設置工事が住宅エコポイント対象となりますが、依然として景気の二番底懸念があ

り、厳しい市場環境が続くものと思われます。

こうした状況の中、住宅エコポイント商品に認定されておりますフロントスリムトイレ「イーフィッ

トクリン」「ココクリン」「バリュークリン」の拡販に注力してまいりました。また、新規取引先の獲得

による工場稼働率の向上を進めてまいりました。コスト管理におきましては、全社横断のコスト削減活動

「シェイプアップ77」を一層強化し、生産部門で製造原価低減をさらに推進し、営業・開発・管理部門も

含めた全社一丸となり、収益率の向上に努めてまいりました。

その結果、当第３四半期会計期間の売上高は、1,009百万円と前年同四半期と比べ25百万円(2.6%)増加

いたしました。利益面につきましては、営業利益は、46百万円と前年同四半期と比べ67百万円の増加、経常

利益は、44百万円と前年同四半期と比べ67百万円の増加、四半期純損益は、9百万円の損失となりました

が、前年同四半期と比べ17百万円の増加となりました。

　
(2) 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、第２四半期会計期間末に比べて、81百万円増加し2,252百万円となりました。これは主とし

て、現金及び預金の増加19百万円、受取手形及び売掛金の増加30百万円、たな卸資産の増加24百万円によ

るものであります。

固定資産は、第２四半期会計期間末に比べて、43百万円減少して2,999百万円となりました。これは主と

して、有形固定資産の減少49百万円によるものであります。

この結果、総資産は第２四半期会計期間末に比べて、38百万円増加して5,252百万円となりました。
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(負債)

流動負債は、第２四半期会計期間末に比べて、43百万円増加して1,269百万円となりました。これは主と

して、支払手形及び買掛金の増加119百万円、1年内償還予定の社債の増加30百万円と短期借入金の減少

100百万円によるものであります。

固定負債は、第２四半期会計期間末に比べて、2百万円増加して1,858百万円となりました。これは主と

して、社債の増加70百万円と長期借入金の減少44百万円、再評価に係る繰延税金負債の減少19百万円によ

るものであります。

この結果、負債合計は第２四半期会計期間末に比べて、46百万円増加して3,127百万円となりました。

(純資産)

純資産は、第２四半期会計期間末に比べて、8百万円減少して2,124百万円となりました。これは主に土

地再評価差額金の減少29百万円と利益剰余金の増加20百万円によるものであり、自己資本比率は40.5%と

なりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第２四半期会計期間

末に比べ19百万円増加(前年同四半期は36百万円の減少)し、524百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における営業活動による資金の増加は、105百万円(前年同四半期は33百万円の

増加)となりました。これは主として、仕入債務の増加119百万円と減損損失49百万円による資金の増加

と、たな卸資産の増加24百万円と売上債権の増加30百万円による資金の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における投資活動による資金の減少は、33百万円(前年同四半期は20百万円の減

少)となりました。これは主として、有形固定資産の取得によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における財務活動による資金の減少は、52百万円(前年同四半期は50百万円の減

少)となりました。これは主として、短期借入金の返済100百万円と長期借入金の返済44百万円による資金

の減少と、社債の発行による収入97百万円による資金の増加によるものであります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、23百万円であります。

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

計 73,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,167,71519,167,715
名古屋証券取引所
(市場第二部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式であ
り、単元株式数は1,000株であ
ります。

計 19,167,71519,167,715― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 19,167,715― 1,000,000― 250,000

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　480,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,586,00018,586 ―

単元未満株式 普通株式　　101,715 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 19,167,715 ― ―

総株主の議決権 ― 18,586 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式742株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ジャニス工業株式会社

愛知県常滑市唐崎町
２丁目88番地

480,000― 480,000 2.50

計 ― 480,000― 480,000 2.50

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 66 68 68 68 67 65 69 72 77

最低(円) 61 55 61 60 60 59 57 55 57

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期会計期間(平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月

31日まで)に係る四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 524,188 409,219

受取手形及び売掛金 ※3
 1,034,334 1,167,444

製品 326,514 368,484

仕掛品 47,528 50,726

原材料及び貯蔵品 81,674 67,435

前渡金 － 1,425

前払費用 6,429 10,536

繰延税金資産 195,660 －

その他 41,901 7,477

貸倒引当金 △5,575 △5,763

流動資産合計 2,252,656 2,076,986

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 375,836

※1
 360,324

構築物（純額） ※1
 30,376

※1
 32,064

機械及び装置（純額） ※1
 258,846

※1
 314,372

車両運搬具（純額） ※1
 200

※1
 279

工具、器具及び備品（純額） ※1
 30,319

※1
 45,009

土地 1,974,841 2,049,728

建設仮勘定 45,467 6,897

有形固定資産合計 2,715,888 2,808,676

投資その他の資産

投資有価証券 52,321 55,728

出資金 120 120

破産更生債権等 14,170 14,170

長期前払費用 1,251 1,592

差入保証金 38,304 38,718

投資不動産（純額） ※2
 172,511

※2
 173,951

その他 40,700 40,700

貸倒引当金 △35,670 △35,670

投資その他の資産合計 283,708 289,311

固定資産合計 2,999,596 3,097,987

資産合計 5,252,253 5,174,974
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 610,075 573,750

短期借入金 200,000 350,000

1年内返済予定の長期借入金 179,952 179,952

1年内償還予定の社債 50,000 20,000

未払金 65,450 32,138

未払費用 29,756 31,963

未払法人税等 7,175 10,420

未払消費税等 14,174 14,948

前受金 63,948 4,079

預り金 20,549 4,550

設備関係支払手形 12,315 9,003

賞与引当金 16,209 53,602

その他 10 9

流動負債合計 1,269,617 1,284,417

固定負債

社債 130,000 70,000

長期借入金 614,658 749,622

繰延税金負債 4,098 1,455

再評価に係る繰延税金負債 645,489 675,354

退職給付引当金 254,607 267,952

資産除去債務 9,702 －

長期未払金 40,470 41,410

長期預り保証金 159,011 162,081

固定負債合計 1,858,038 1,967,875

負債合計 3,127,656 3,252,293

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金

資本準備金 100,000 250,000

その他資本剰余金 50,000 218,339

資本剰余金合計 150,000 468,339

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 63,999 △510,595

利益剰余金合計 63,999 △510,595

自己株式 △39,924 △34,778

株主資本合計 1,174,075 922,966

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 20,031 24,202

土地再評価差額金 930,490 975,512

評価・換算差額等合計 950,521 999,714

純資産合計 2,124,597 1,922,680

負債純資産合計 5,252,253 5,174,974
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 3,098,801 2,966,374

売上原価 2,348,888 2,218,428

売上総利益 749,913 747,945

販売費及び一般管理費 ※1
 714,945

※1
 645,522

営業利益 34,967 102,423

営業外収益

受取利息 12 73

受取配当金 1,080 1,505

受取賃貸料 35,666 34,939

受取補償金 3,158 －

その他 6,700 17,551

営業外収益合計 46,618 54,070

営業外費用

支払利息 27,872 21,166

売上割引 10,530 11,421

租税公課 7,248 －

その他 8,424 14,759

営業外費用合計 54,075 47,348

経常利益 27,510 109,145

特別利益

固定資産売却益 100 250

貸倒引当金戻入額 － 188

役員退職慰労引当金戻入額 12,100 －

その他 48 －

特別利益合計 12,248 438

特別損失

固定資産除売却損 4,592 2,186

減損損失 － ※2
 85,221

災害による損失 1,923 2,186

環境対策費 － 25,372

その他 － 782

特別損失合計 6,516 115,748

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 33,243 △6,165

法人税、住民税及び事業税 5,354 5,320

法人税等調整額 － △222,718

法人税等合計 5,354 △217,398

四半期純利益 27,888 211,233
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 984,633 1,009,746

売上原価 750,535 743,749

売上総利益 234,097 265,996

販売費及び一般管理費 ※1
 255,071

※1
 219,668

営業利益又は営業損失（△） △20,974 46,327

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 552 669

受取賃貸料 11,901 11,546

受取補償金 896 －

その他 2,790 2,675

営業外収益合計 16,141 14,891

営業外費用

支払利息 8,592 6,440

売上割引 3,934 3,998

租税公課 2,416 －

その他 2,412 5,908

営業外費用合計 17,354 16,347

経常利益又は経常損失（△） △22,187 44,872

特別利益

固定資産売却益 － 250

貸倒引当金戻入額 － 512

特別利益合計 － 762

特別損失

固定資産除売却損 565 1,850

減損損失 － ※2
 49,060

災害による損失 1,923 2,186

その他 － 80

特別損失合計 2,488 53,177

税引前四半期純損失（△） △24,676 △7,542

法人税、住民税及び事業税 1,807 1,773

法人税等調整額 － △24

法人税等合計 1,807 1,748

四半期純損失（△） △26,483 △9,291
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

33,243 △6,165

減価償却費 135,144 117,383

減損損失 － 85,221

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,281 △188

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,292 △37,392

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,656 △13,345

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △60,661 －

受取利息及び受取配当金 △1,093 △1,579

受取賃貸料 △35,666 △34,939

支払利息 27,872 21,166

固定資産除売却損益（△は益） 4,492 1,936

長期未払金の増減額（△は減少） 41,410 △940

売上債権の増減額（△は増加） 239,735 133,110

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,676 30,928

仕入債務の増減額（△は減少） △96,683 36,324

その他 35,718 △9,418

小計 293,169 322,104

利息及び配当金の受取額 1,093 1,508

賃貸料の受取額 35,666 34,814

利息の支払額 △26,693 △20,129

法人税等の支払額 △7,067 △7,059

営業活動によるキャッシュ・フロー 296,169 331,237

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △85,540 △73,909

有形固定資産の売却による収入 － 60,250

その他 △197 △440

投資活動によるキャッシュ・フロー △85,738 △14,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △190,000 △150,000

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △130,474 △134,964

社債の発行による収入 97,260 97,942

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △194 △5,145

財務活動によるキャッシュ・フロー △123,408 △202,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 87,022 114,969

現金及び現金同等物の期首残高 343,617 409,219

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 430,640

※
 524,188
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　　会計処理基準に関する事項の変更 (1)　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)

を適用しております。なお、これにより営業利益、経常利益及び税引前

四半期純損失は、それぞれ2,665千円減少しております。

 

　 (2)　貯蔵品の評価方法の変更

　貯蔵品の評価方法については、従来、最終仕入原価法によっておりま

したが、当事業年度より先入先出法で処理するための管理体制が整備

されたため、期間損益及び財政状態をより適正に表示するために、第１

四半期会計期間より、先入先出法に変更しております。なお、この変更

による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期損益計算書関係)

　「受取補償金」は、前第３四半期累計期間において区分掲記しておりましたが、当第３四半期累計期間において

営業外収益の総額に占める重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお当第３四半期

累計期間の「その他」に含まれる「受取補償金」の金額は、3,549千円であります。

  「租税公課」は、前第３四半期累計期間において区分掲記しておりましたが、当第３四半期累計期間において営

業外費用の総額に占める重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお当第３四半期累

計期間の「その他」に含まれる「租税公課」の金額は、7,060千円であります。

　

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

(四半期損益計算書関係)

　「受取補償金」は、前第３四半期会計期間において区分掲記しておりましたが、当第３四半期会計期間において

営業外収益の総額に占める重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお当第３四半期

会計期間の「その他」に含まれる「受取補償金」の金額は、1,352千円であります。

　「租税公課」は、前第３四半期会計期間において区分掲記しておりましたが、当第３四半期会計期間において営

業外費用の総額に占める重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお当第３四半期会

計期間の「その他」に含まれる「租税公課」の金額は、2,353千円であります。
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【簡便な会計処理】

　

項目
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１  固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定しております。

２  たな卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を

省略し、第２四半期会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な

方法により算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

項目
当第３四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　  法人税等の算定方法 　当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

固定資産の譲渡

当社は、平成22年９月29日開催の取締役会において、固定資産の譲渡を決議いたしました。

１　当該事象の内容

(1) 譲渡の理由

　財務体質改善のため、売却することといたしました。

(2) 譲渡資産の内容

所在地　　　　　　　　　　　　　愛知県常滑市大曽町１丁目72番地

譲渡資産　　　　　　　　　　　　土地 (23,158.69㎡)

帳簿価額　　　　　　　　　　　　514,113千円

譲渡価額　　　　　　　　　　　　600,000千円

(3) 譲渡先の概要

商号　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＴＲＹ＆ＴＲＵＳＴ

所在地　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区一番町22番地２

代表者　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　山田　孝志

資本金　　　　　　　　　　　　　75,000千円

当社との関係　　　　　　　　　　特になし

(4) 譲渡の日程

平成22年９月29日　　　　　　　　取締役会決議、契約締結

平成23年３月中旬　　　　　　　　物件引渡し(予定)

２　当該事象の損益に与える影響額

　当該事象により当第３四半期累計期間において、減損損失74,886千円計上しております。また、税効果会計の

スケジューリングによる一時差異を繰延税金資産として195,660千円計上し、これに伴う法人税等調整額を同

額計上しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　4,039,404千円

    

※２　投資不動産の減価償却累計額　　　 77,006千円

 

※３　四半期末日満期手形

※１　有形固定資産の減価償却累計額　3,935,997千円

    

※２　投資不動産の減価償却累計額　　   75,566千円

 

　３　　　　　　―――――――――

四半期会計期間末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休
日であったため、次の四半期会計期間末日満期手
形が、四半期会計期間末残高に含まれております。

　

受取手形　　　　　　　　　　　　 22,881千円
支払手形　　　　　　　　　　　　 52,953千円

　

　

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間
　

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　(1) 販売費
　　　荷造発送費　　　　　　　　　　　129,221千円
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　196,028千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　  5,526千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 21,285千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　 37,136千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　4,936千円
　　　旅費交通費　　　　　　　　　　　 32,941千円
　　　外注人件費　　　　　　　　　　　 11,649千円
　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 20,502千円
 
　(2) 一般管理費
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　 30,616千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　  842千円
　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 43,410千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　2,194千円
　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　2,840千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　　7,465千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　2,705千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　(1) 販売費
　　　荷造発送費　　　　　　　　　　　105,822千円
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　190,360千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　  5,560千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 15,165千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　 35,281千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　6,830千円
　　　旅費交通費　　　　　　　　　　　 31,130千円
　　　外注人件費　　　　　　　　　　　  8,469千円
 
 
　(2) 一般管理費
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　 32,966千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　1,056千円
　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 48,050千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　2,306千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　　7,345千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　3,455千円
 
 

　２　　　　　　―――――――――

 

※２　減損損失

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計
上しました。

用途 場所 種類
減損損失

(千円)

遊休不動産
愛知県

常滑市
土地 74,886

休止設備 本社工場
機械及び

装置
10,334

　当社は、減損損失の算定にあたって、衛生機器事業に
関連する工場を一体としてグルーピングしておりま
す。投資不動産・遊休不動産については、物件ごとに
グルーピングしております。
　回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額を
使用しており、土地については、平成22年９月29日売
買契約締結した譲渡価額より評価しております。機械
及び装置については、今後の使用見込みがないと判断
し、帳簿価額を全額減額しております。
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第３四半期会計期間
　

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日 
  至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　(1) 販売費
　　　荷造発送費　　　　　　　　　　　 42,960千円
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　 62,704千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　  5,526千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　6,905千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　 12,651千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　1,677千円
　　　旅費交通費　　　　　　　　　　　 10,613千円
　　　外注人件費　　　　　　　　　　　　3,297千円
　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 18,043千円
 
　(2) 一般管理費
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　　9,630千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　  842千円
　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 15,900千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　764千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　　2,320千円
      減価償却費　　　　 　　　　　　　 1,008千円
 
　２　　　　　　―――――――――

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　(1) 販売費
　　　荷造発送費　　　　　　　　　　　 36,079千円
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　 58,831千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　  5,560千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　4,999千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　 12,891千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　2,479千円
　　　旅費交通費　　　　　　　　　　　 11,160千円
　　　外注人件費　　　　　　　　　　　　2,558千円
 
 
　(2) 一般管理費
　　　給料及び諸手当　　　　　　　　　  9,983千円
　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　1,056千円
　　　役員報酬　　　　　　　　　　　　 16,840千円
　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　785千円
　　　賃借料　　　　　　　　　　　　　　2,299千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　  1,236千円
 
※２　減損損失
　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計
上しました。

用途 場所 種類
減損損失

(千円)

遊休不動産
愛知県

常滑市
土地 49,060

　当社は、減損損失の算定にあたって、衛生機器事業に
関連する工場を一体としてグルーピングしておりま
す。投資不動産・遊休不動産については、物件ごとに
グルーピングしております。
　回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額を
使用しており、土地については、平成22年９月29日売
買契約締結した譲渡価額より評価しております。

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成21年12月31日現在)

現金及び預金 430,640千円

現金及び現金同等物 430,640千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 524,188千円

現金及び現金同等物 524,188千円

　

EDINET提出書類

ジャニス工業株式会社(E01177)

四半期報告書

19/25



　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 19,167,715

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 550,742

　

３  新株予約権の四半期会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年６月25日開催の第76期定時株主総会決議に基づき、資本準備金をその他資本剰余金に

振替後、その他資本剰余金を繰越利益剰余金の欠損填補に充当したため、当第３四半期累計期間におい

て、資本準備金が150,000千円減少、その他資本剰余金が168,339千円減少し、繰越利益剰余金が318,339千

円増加しております。

　

(金融商品関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

短期借入金及び社債が、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

(単位：千円)

科目
四半期貸借対照表

計上額
時価 差額 時価の算定方法

短期借入金 200,000 200,000 ― (注１)

社債 180,000 180,000 ― (注２)

(注) １　短期借入金の時価の算定方法

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

２　社債の時価の算定方法

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しております。
　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

当社の事業は、衛生機器の製造・販売の単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはありま

せんので、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 114.12円
　

　 　

　 102.89円
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２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

第３四半期累計期間
　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 1.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 11.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 27,888 211,233

普通株式に係る四半期純利益(千円) 27,888 211,233

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 18,688,823 18,680,041

　

第３四半期会計期間
　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △1.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △0.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △26,483 △9,291

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △26,483 △9,291

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 18,687,981 18,669,473

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

ジャニス工業株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    安    藤    泰    行    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    谷    敏    久    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャ

ニス工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の第３四半期会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ジャニス工業株式会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

ジャニス工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    安    藤    泰    行    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木          實    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャ

ニス工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第77期事業年度の第３四半期会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ジャニス工業株式会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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